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1. 平成26年3月期の連結業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 406,040 19.8 4,523 172.7 4,942 80.1 1,315 17.5
25年3月期 339,049 9.7 1,659 △73.6 2,744 △63.3 1,119 △55.7

（注）包括利益 26年3月期 9,069百万円 （△24.3％） 25年3月期 11,974百万円 （78.6％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 営業収益営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

26年3月期 31.17 ― 2.0 2.7 1.1
25年3月期 26.53 ― 1.8 1.7 0.5

（参考） 持分法投資損益 26年3月期 59百万円 25年3月期 229百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 189,923 100,450 36.0 1,619.42
25年3月期 173,664 92,290 36.4 1,500.21

（参考） 自己資本 26年3月期 68,290百万円 25年3月期 63,263百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

26年3月期 6,280 △6,896 2,481 27,694
25年3月期 8,910 △9,694 △1,049 24,467

2. 配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年3月期 ― 9.00 ― 9.00 18.00 759 67.8 1.3
26年3月期 ― 9.00 ― 9.00 18.00 759 57.7 1.2

27年3月期(予想) ― 9.00 ― 9.00 18.00 36.1

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 

 

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 212,000 6.3 2,500 62.6 2,500 31.8 700 148.4 16.60
通期 430,000 5.9 6,500 43.7 6,500 31.5 2,100 59.7 49.80
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※ 注記事項 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有 

（注）詳細は、添付資料Ｐ．15「４．連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）」をご覧くださ
い。 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、添付資料Ｐ．19「４．連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 1社 （社名） Yusen Real Estate (Hai Phong) Co.,Ltd. 、 除外 1社 （社名） Yusen Logistics (Belgium) N.V.

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年3月期 42,220,800 株 25年3月期 42,220,800 株

② 期末自己株式数 26年3月期 51,350 株 25年3月期 50,958 株

③ 期中平均株式数 26年3月期 42,169,718 株 25年3月期 42,169,930 株

（参考）個別業績の概要 

平成26年3月期の個別業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 69,212 1.0 281 ― 1,039 48.1 802 56.9
25年3月期 68,498 △11.4 △682 ― 702 △73.9 511 △4.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

26年3月期 19.02 ―
25年3月期 12.12 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 56,914 26,041 45.8 617.53
25年3月期 53,157 25,865 48.6 613.35

（参考） 自己資本 26年3月期 26,041百万円 25年3月期 25,865百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表に対する監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化
等により上記予想数値と異なる場合があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等について、添付資料Ｐ．３「１．経
営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析 次期の見通し」をご覧ください 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析 

① 当期の概況 

 当連結会計年度における世界経済は、日本や米国では、個人消費など内需が牽引し回復傾向を示しましたが、欧

州では一部地域において雇用に改善がみられず、全体としては厳しい環境が継続しました。アジアにおいては、中

国など新興国でＧＤＰ成長率が依然プラスで推移したものの、現地通貨安によるインフレ等の影響もありその成長

は鈍化しました。

 国際物流市場は、海上貨物ではアジアを中心に荷動きは堅調に推移する一方で、航空貨物においては、荷動きは

徐々に増加傾向を示したものの大きな改善には至りませんでした。

 このような環境の下、当社グループの貨物取扱量は、海上事業は販売拡大や事業統合によりアジアを中心に前期

を大幅に上回りました。航空事業においては、当第２四半期までは前期を下回る荷動きで推移しましたが、第３四

半期以降は日本発を中心に徐々に回復し、前期並みの取扱いとなりました。併せて、管理部門及び営業・事業部門

の業務効率化とコスト競争力の向上を推進する業務改革プロジェクトの取組みも、損益改善に寄与しました。

 これらの結果、営業収益は前期比19.8％増の406,040百万円、営業利益は前期比172.7％増の4,523百万円となり

ました。

 

② セグメントの業績

１．日本

 航空事業は、輸出で自動車関連品等のスポット貨物を取扱いましたが、当第２四半期までの低調な荷動きを補

うまでには至らず、取扱重量は前期比6.1％減となりました。輸入は、自動車関連品や航空機関連品の荷動きが

安定していたことに加え、電子・電気機器関連品の取扱いがあり、取扱件数は前期比2.8％増となりました。

 海上事業は、輸出は、自動車関連品等の取扱いは底堅く推移しましたが、全体としては活気に欠ける荷動きと

なり、取扱実績（TEU）は前期比1.4％増となりました。輸入は、アジアからの衣料品に加え、自動車関連品等の

取扱いがあり、取扱件数は前期比17.1％増となりました。

 今年度立ち上げた業務改革プロジェクトでは、組織の見直し等を実施し業務効率化とコスト競争力の向上を図

りました。

 これらの結果、国内連結子会社を含めた営業収益は76,212百万円（前期比1.8％増）、セグメント利益（営業

利益）は1,135百万円（前期はセグメント利益103百万円）となりました。

 

２．米州

 航空事業は、輸出でアジア向けの医療機器関連品のほか、航空機関連品等の出荷があり、取扱重量は前期比

6.1％増となりました。輸入は、自動車関連品を中心に荷動きは底堅く推移したものの全体としては盛り上がり

に欠け、取扱件数は前期比1.2％減となりました。

 海上事業は、輸出は自動車関連部品等の荷動きが堅調に推移し、取扱実績（TEU）は前期比45.6％増、輸入

は、アジアからの消費財関連等の荷動きがありましたが、取扱件数は前期比0.5％増に留まりました。

 ロジスティクス事業は、第４四半期（３ヵ月）に北米を襲った大寒波が荷動き停滞を招き、国内輸送を中心に

大きな影響を与え、販売は期待した水準に達しませんでした。

 これらの結果、営業収益は91,709百万円（前期比18.7％増）、セグメント損失（営業損失）は119百万円（前

期はセグメント損失6百万円）となりました。

 なお、１ドルあたりの円換算レートは、当期が99.75円、前期が82.33円であります。

 

３．欧州

 航空事業は、輸出では第３四半期以降に季節商材等を取扱いましたが、荷動きは全体として低調に推移し、取

扱重量は前期比8.0％減となりました。輸入は、第３四半期以降は自動車関連品等のスポット貨物の取扱いが増

加し、取扱件数は前期比1.3％増となりました。

 海上事業は、販売拡大により、輸出入共に消費財や自動車関連部品等の取扱いが増加し、輸出取扱実績

（TEU）は前期比14.0％増、輸入取扱件数は前期比20.5％増となりました。

 ロジスティクス事業は、比較的堅調に推移した国がある一方で、南欧を中心に低調な荷動きとなり、全体的に

厳しい環境となりました。

 これらの結果、営業収益は92,289百万円（前期比21.2％増）、セグメント損失（営業損失）は1,112百万円

（前期はセグメント損失247百万円）となりました。

 なお、１ユーロあたりの円換算レートは、当期が133.38円、前期が106.48円であります。
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４．東アジア

 航空事業は、輸出で自動車関連品のほか、電子・電気機器関連品等の出荷があり、取扱重量は前期比2.9％増

となりました。輸入は、第３四半期以降に電子・電気機器関連品等の取扱いが増加し、取扱件数は前期比4.4％

増となりました。

 海上事業は、中国の事業統合効果のほか、輸出では自動車関連部品に加え消費財等の出荷があり、取扱実績

（TEU）は前期比27.3％増となりました。輸入は、工作機械や自動車関連品等の荷動きがありましたが、取扱件

数は前期比2.8％増に留まりました。

 ロジスティクス事業は、電子・電気機器関連品や衣料品等の新規取扱いを行いましたが、全体的には活気に欠

ける荷動きとなり販売は伸び悩みました。

 これらの結果、営業収益は75,074百万円（前期比36.5％増）、セグメント損失（営業損失）は120百万円（前

期はセグメント損失1,149百万円）となりました。

 

５．南アジア・オセアニア

 航空事業は、自動車関連品や電子・電気機器関連品等の荷動きが、輸出入の取扱増加に貢献し、輸出取扱重量

は前期比7.6％増、輸入取扱件数は前期比3.9％増となりました。

 海上事業は、輸出は自動車関連部品や電子・電気機器関連品等、輸入では消費財関連や電子・電気機器関連品

等の取扱いが安定して推移したことに加え、マレーシア法人の統合効果もあり、輸出取扱実績（TEU）は前期比

20.6％増、輸入取扱件数は前期比16.8％増となりました。

 ロジスティクス事業は、積極的な事業展開を図ったことが寄与し、自動車関連品や電子・電気機器関連品等の

荷動きが堅調に推移しました。

 これらの結果、営業収益は78,476百万円（前期比29.7％増）、セグメント利益（営業利益）は5,104百万円

（同56.1％増）となりました。

 

③ 次期の見通し

 世界経済は、米国では個人消費等が牽引し回復基調にある一方で、欧州は一部地域で回復基調にあるものの、

先行き不透明な状況が継続するものと思われます。アジア諸国においては、インフレ等の影響による経済成長の

鈍化懸念、日本においては、景気てこ入れ策実施の一方で消費税増税による消費停滞の懸念材料もあります。

 このような状況の下、当社グループは、平成26年３月28日に公表しました新中期経営計画「GO FORWARD, 

Yusen Logistics - Next Challenges -」では、経営基盤を強化した上で、基本戦略と位置づけた成長戦略、業

務改革、戦略的投資を図り、将来に向けた持続的成長を推し進めます。

 これらの状況を踏まえた次期の連結業績の見通しは、次のとおりであります。

（単位：百万円未満四捨五入）
 

  平成27年３月期 平成26年３月期
対前期比

増減 増減比

営業収益 430,000 406,040 23,960 5.9％

営業利益 6,500 4,523 1,977 43.7％

経常利益 6,500 4,942 1,558 31.5％

当期純利益 2,100 1,315 785 59.7％

 

（２）財政状態に関する分析

当連結会計年度末における総資産は189,923百万円となり、前連結会計年度末に比べ16,259百万円、9.4％の増加

となりました。これは、現金及び預金が4,030百万円、受取手形及び営業未収入金が5,654百万円、流動資産のその

他が1,063百万円、有形固定資産が3,414百万円、投資その他の資産が1,617百万円それぞれ増加したことが主な要

因です。 

負債は89,473百万円となり、前連結会計年度末に比べ8,099百万円、10.0％の増加となりました。これは流動負

債のその他が3,658百万円減少した一方で、支払手形及び営業未払金が6,263百万円、短期借入金が4,923百万円そ

れぞれ増加したことが主な要因です。

純資産は利益剰余金や為替換算調整勘定の増加等により100,450百万円となり、自己資本比率は36.0％となりま

した。

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、6,280百万円の営業活動による収

入、6,896百万円の投資活動による支出、及び2,481百万円の財務活動による収入に為替相場変動の影響を加味した

結果、前連結会計年度末に比べ3,227百万円増加し27,694百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況とそれぞれの増減要因は次のとおりであります。 
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 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は6,280百万円（前連結会計年度比2,630百万円減）となり

ました。 

 これは主にその他の減少額5,134百万円（前連結会計年度はその他の増加額4,023百万円）及び法人税等の支払額

2,434百万円（前連結会計年度比506百万円増）を計上した一方で、税金等調整前当期純利益5,157百万円（同1,083

百万円増）、減価償却費5,906百万円（同1,007百万円増）及び営業債権の減少額2,548百万円（同1,413百万円減）

を計上したこと等によります。 

 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度において投資活動の結果支出した資金は6,896百万円（前連結会計年度比2,798百万円減）となり

ました。 

 これは主に固定資産の取得による支出6,592百万円（前連結会計年度比1,682百万円減）及び投資有価証券の取得

による支出412百万円（同549百万円減）を計上したこと等によります。 

 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は2,481百万円（前連結会計年度は1,049百万円の支出）と

なりました。 

これは主に長期借入金の返済による支出1,054百万円（前連結会計年度比390百万円減）及び配当金の支払額759

百万円（同43百万円減）を計上した一方で、長期借入れによる収入4,459百万円（同3,597百万円増）を計上したこ

と等によります。 

 

 なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりです。

  平成22年３月期平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期

①自己資本比率（％） 63.4 60.2 38.2 36.4 36.0

②時価ベースの自己資本比率（％） 66.6 60.9 37.0 28.7 31.1

③債務償還年数（年） 1.2 0.8 6.3 2.7 3.7

④インタレスト・カバレッジ・レシオ 17.0 192.8 9.5 32.6 14.8

①自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

②時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

③債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

④インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い

※ 各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により計算しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま 

  す。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としてお 

  ります。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

 当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の 優先課題と認識しております。利益配分は、業績の許す限

り、安定した配当の実施を基本としています。また、当社グループの事業展開と成長を図ることで企業価値向上

を目指し株主への利益還元を一層充実させていくことを基本方針としております。

 以上の方針に基づき、当期の配当に関しましては、平成25年10月31日に公表した第２四半期決算短信のとお

り、１株当たりの期末配当金を９円とし、年間配当金は平成25年12月５日実施済みの中間配当金９円と合わせ18

円といたしたく存じます。

 次期の配当に関しましては、上記の連結業績見通しを前提として１株当たり18円の年間配当金を予想しており

ます。
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２．企業集団の状況

 当社の企業集団（当社及び当社の関係会社）は、郵船ロジスティクス株式会社（当社）、日本郵船株式会社（親会

社）、連結子会社69社及び持分法適用会社５社で構成されており、貨物運送事業及び旅行事業を主たる事業とし、グロ

ーバルに事業活動を展開しております。 

 当社グループの事業系統図は次のとおりであります。
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

 当社は、グループ経営理念である「顧客ニーズに応える物流サービスを通して、豊かな社会の実現に貢献し、グル

ープ企業価値の向上に努めます。」を経営の基本方針としています。当社グループは、平成27年３月期を初年度とし

た新中期経営計画「GO FORWARD, Yusen Logistics -Next Challenges-」（平成27年３月期～平成29年３月期の３ヵ

年）で、前中期経営計画で設定した、ミッション、ビジョン、バリューを継承しつつ、基本戦略として経営基盤を強

化した上で、「成長戦略」「業務改革」「戦略的投資」を図り、持続的成長を目指します。 

 

（２）目標とする経営指標

 新中期経営計画「GO FORWARD, Yusen Logistics -Next Challenges-」では、連結営業収益、連結営業利益を重要

な経営指標と位置づけており、同計画の 終年度となる平成29年３月期は連結営業収益5,000億円、連結営業利益120

億円を目標としております。 

 

（３）中期的な会社の経営戦略及び進捗状況

 中長期的な会社の経営戦略につきましては、平成26年３月28日付「新中期経営計画「GO FORWARD, Yusen 

Logistics -Next Challenges-」策定のお知らせ」より公表した内容から変更がないため開示を省略しております。 

 当該開示資料は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 

 http://www.jp.yusen-logistics.com/ir/library/library5.html 

 

（４）会社の対処すべき課題

① 新中期経営計画の目標達成

 当社は、平成27年３月期を初年度とした新中期経営計画「GO FORWARD, Yusen Logistics -Next Challenges-」を

策定し、基本戦略を着実に実行することにより、目標を達成する事を重要な対処すべき課題と認識しております。

 

② コンプライアンス体制の強化・充実 

 これまでも、コンプライアンス体制の強化・充実に向けて積極的に取り組んで参りましたが、引続き国内外の全て

のグループ会社でコンプライアンスの充実と強化を図ることを重要な対処すべき課題と認識しております。 
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 26,186 30,216 

受取手形及び営業未収入金 70,539 76,193 

貯蔵品 145 157 

繰延税金資産 1,392 1,205 

その他 7,362 8,425 

貸倒引当金 △924 △1,128 

流動資産合計 104,700 115,068 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 42,042 47,095 

減価償却累計額 △19,052 △20,635 

建物及び構築物（純額） 22,990 26,460 

機械装置及び運搬具 19,585 21,413 

減価償却累計額 △13,400 △15,110 

機械装置及び運搬具（純額） 6,185 6,303 

工具、器具及び備品 13,462 15,513 

減価償却累計額 △9,344 △11,118 

工具、器具及び備品（純額） 4,118 4,395 

土地 16,382 16,922 

建設仮勘定 1,953 962 

有形固定資産合計 51,628 55,042 

無形固定資産    

のれん 3,054 2,962 

その他 4,852 5,804 

無形固定資産合計 7,906 8,766 

投資その他の資産    

投資有価証券 ※１ 2,898 ※１ 2,951 

繰延税金資産 2,535 3,241 

その他 ※１ 4,305 ※１ 5,148 

貸倒引当金 △308 △293 

投資その他の資産合計 9,430 11,047 

固定資産合計 68,964 74,855 

資産合計 173,664 189,923 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び営業未払金 32,747 39,010 

短期借入金 3,339 8,262 

未払法人税等 892 1,217 

繰延税金負債 51 79 

賞与引当金 2,047 2,386 

独禁法関連引当金 1,451 － 

その他 21,498 17,840 

流動負債合計 62,025 68,794 

固定負債    

長期借入金 12,895 12,814 

繰延税金負債 335 371 

退職給付引当金 4,955 － 

退職給付に係る負債 － 5,553 

役員退職慰労引当金 467 306 

その他 697 1,635 

固定負債合計 19,349 20,679 

負債合計 81,374 89,473 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,301 4,301 

資本剰余金 4,733 4,733 

利益剰余金 56,866 57,516 

自己株式 △69 △70 

株主資本合計 65,831 66,480 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 87 221 

退職給付に係る調整累計額 △421 △718 

繰延ヘッジ損益 △7 △5 

為替換算調整勘定 △2,227 2,312 

その他の包括利益累計額合計 △2,568 1,810 

少数株主持分 29,027 32,160 

純資産合計 92,290 100,450 

負債純資産合計 173,664 189,923 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業収益 339,049 406,040 

営業原価 286,734 341,112 

営業総利益 52,315 64,928 

販売費及び一般管理費 ※１ 50,656 ※１ 60,405 

営業利益 1,659 4,523 

営業外収益    

受取利息 172 209 

受取配当金 98 55 

為替差益 520 25 

持分法による投資利益 229 59 

その他 792 854 

営業外収益合計 1,811 1,202 

営業外費用    

支払利息 265 422 

固定資産除却損 42 60 

事故等による弁償金 91 － 

その他 328 301 

営業外費用合計 726 783 

経常利益 2,744 4,942 

特別利益    

固定資産売却益 ※２ 174 ※２ 237 

投資有価証券売却益 65 51 

会員権売却益 2 － 

負ののれん発生益 1,314 － 

特別利益合計 1,555 288 

特別損失    

賃貸借契約解約損 79 － 

退職給付制度終了損 111 － 

投資有価証券売却損 － 3 

投資有価証券評価損 35 － 

投資有価証券清算損 － 15 

会員権評価損 0 － 

減損損失 － ※３ 55 

特別損失合計 225 73 

税金等調整前当期純利益 4,074 5,157 

法人税、住民税及び事業税 1,740 2,608 

法人税等調整額 △135 △170 

法人税等合計 1,605 2,438 

少数株主損益調整前当期純利益 2,469 2,719 

少数株主利益 1,350 1,404 

当期純利益 1,119 1,315 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 2,469 2,719 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △67 134 

繰延ヘッジ損益 △16 5 

為替換算調整勘定 9,171 6,161 

持分法適用会社に対する持分相当額 253 105 

退職給付に係る調整額 99 △55 

持分変動差額 65 － 

その他の包括利益合計 ※１ 9,505 ※１ 6,350 

包括利益 11,974 9,069 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 6,884 5,644 

少数株主に係る包括利益 5,090 3,425 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 4,301 4,733 56,456 △69 65,421 

会計方針の変更による累積的影
響額     △159   △159 

会計方針の変更を反映した当期
首残高 

4,301 4,733 56,297 △69 65,262 

当期変動額           

剰余金の配当     △801   △801 

当期純利益     1,119   1,119 

自己株式の取得       △0 △0 

連結範囲の変動     154   154 

持分変動差額     85   85 

その他     12   12 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）           

当期変動額合計 － － 569 △0 569 

当期末残高 4,301 4,733 56,866 △69 65,831 

 

               

  その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

退職給付に係
る調整累計額 

繰延ヘッジ損
益 

為替換算調整
勘定 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 154 △50 － △7,817 △7,713 21,850 79,558 

会計方針の変更による累積的影
響額   △421   △16 △437 △409 △1,005 

会計方針の変更を反映した当期
首残高 154 △471 － △7,833 △8,150 21,441 78,553 

当期変動額               

剰余金の配当             △801 

当期純利益             1,119 

自己株式の取得             △0 

連結範囲の変動             154 

持分変動差額             85 

その他             12 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 

△67 50 △7 5,606 5,582 7,586 13,168 

当期変動額合計 △67 50 △7 5,606 5,582 7,586 13,737 

当期末残高 87 △421 △7 △2,227 △2,568 29,027 92,290 
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当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 4,301 4,733 56,866 △69 65,831 

当期変動額           

剰余金の配当     △759   △759 

当期純利益     1,315   1,315 

自己株式の取得       △1 △1 

連結範囲の変動     36   36 

連結子会社の決算期変更に伴
う増減     58   58 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）           

当期変動額合計 － － 650 △1 649 

当期末残高 4,301 4,733 57,516 △70 66,480 

 

               

  その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

退職給付に係
る調整累計額 

繰延ヘッジ損
益 

為替換算調整
勘定 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 87 △421 △7 △2,227 △2,568 29,027 92,290 

当期変動額               

剰余金の配当             △759 

当期純利益             1,315 

自己株式の取得             △1 

連結範囲の変動             36 

連結子会社の決算期変更に伴
う増減             58 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 134 △297 2 4,539 4,378 3,133 7,511 

当期変動額合計 134 △297 2 4,539 4,378 3,133 8,160 

当期末残高 221 △718 △5 2,312 1,810 32,160 100,450 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 4,074 5,157 

減価償却費 4,899 5,906 

固定資産売却損益（△は益） △325 △304 

固定資産除却損 42 60 

減損損失 － 55 

のれん償却額及び負ののれん発生益（△は益） △552 875 

持分法による投資損益（△は益） △229 △59 

賞与引当金の増減額（△は減少） △97 223 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △169 － 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 84 △162 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △211 79 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 41 

受取利息及び受取配当金 △270 △264 

支払利息 265 422 

為替差損益（△は益） △43 24 

投資有価証券売却損益（△は益） △65 △48 

投資有価証券評価損益（△は益） 35 － 

投資有価証券清算損益（△は益） － 15 

営業債権の増減額（△は増加） 3,961 2,548 

営業債務の増減額（△は減少） △4,684 892 

その他 4,023 △5,134 

小計 10,738 10,326 

利息及び配当金の受取額 373 332 

利息の支払額 △273 △426 

課徴金の支払額 － △1,518 

法人税等の支払額 △1,928 △2,434 

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,910 6,280 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △2,362 △4,185 

定期預金の払戻による収入 2,005 3,500 

貸付けによる支出 △99 △398 

貸付金の回収による収入 56 126 

固定資産の取得による支出 △8,274 △6,592 

固定資産の売却による収入 1,043 1,220 

投資有価証券の取得による支出 △961 △412 

投資有価証券の売却による収入 67 142 

子会社株式の取得による支出 △2,112 － 

関係会社出資金の払込による支出 － △74 

関係会社の清算による収入 － 39 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
△39 － 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入 
458 － 

連結の範囲の変更を伴う関係会社出資金の取得に

よる収入 
392 － 

その他 132 △262 

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,694 △6,896 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,397 244 

長期借入れによる収入 862 4,459 

長期借入金の返済による支出 △1,444 △1,054 

リース債務の返済による支出 △302 △190 

少数株主からの払込みによる収入 － 151 

配当金の支払額 △802 △759 

少数株主への配当金の支払額 △756 △369 

その他 △4 △1 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,049 2,481 

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,347 1,557 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 514 3,422 

現金及び現金同等物の期首残高 23,646 24,467 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 94 118 

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 213 － 

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物

の期首残高増減額（△は減少） 
－ △313 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 24,467 ※１ 27,694 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社の数 69社 

主要な連結子会社の名称 

Yusen Logistics（Americas）Inc. 

Yusen Logistics (UK) Ltd. 

Yusen Logistics（Hong Kong）Limited 

Yusen Logistics（Singapore）Pte.Ltd. 

郵船トラベル株式会社 

 

（異動の状況） 

 第１四半期連結会計期間において、Yusen Logistics (Belgium) N.V.は、Yusen Logistics (Benelux) B.V.との

吸収合併により消滅会社となったため、連結の範囲から除外しております。 

 また、Double Wing Spirit Service Co.,Ltd.及びShenzhen Yusen Freight Service Co.,Ltd.は、重要性が増し

たため第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

 

 第２四半期連結会計期間において、新規設立したYusen Real Estate (Hai Phong) Co.,Ltd.を連結の範囲に含め

ております。

 また、Yusen Air & Sea Service (Thailand) Co.,Ltd.は清算したため、第２四半期連結会計期間において連結

の範囲から除外しております。

 

（２）主要な非連結子会社の名称 

主要な非連結子会社 

Yusen Travel（U.S.A.）Inc. 

Yusen Travel（Hong Kong）Ltd. 

Yusen Travel（Singapore）Pte.Ltd. 

 

（３）非連結子会社について連結の範囲から除いた理由 

   非連結子会社の総資産の合計額、営業収益の合計額、純利益の額のうち持分の合計額及び利益剰余金等の額の

うち持分の合計額は連結会社の総資産の合計額、営業収益の合計額及び純利益、利益剰余金等の額のうちの持分

の合計額に比していずれも少額であり、全体としても連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結の範

囲から除外しております。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

（１）持分法適用の非連結子会社数 3社 

主要な会社の名称 

Yusen Travel（U.S.A.）Inc. 

Yusen Travel（Hong Kong）Ltd. 

 

（２）持分法適用の関連会社数 2社 

主要な会社の名称 

LOGISTICS ALLIANCE (THAILAND) CO.,LTD. 

 

（３）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社 

主要な持分法を適用していない非連結子会社 

YAS Real Estate (Vietnam) Co.,Ltd 

主要な持分法を適用していない関連会社 

株式会社デンソー郵船トラベル 
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（４）持分法を適用していない理由 

   持分法非適用の非連結子会社及び関連会社の純利益の額及び利益剰余金等の額のうち持分の合計額は、連結会

社及び持分法適用会社の純利益の額のうちの持分の合計額に比して少額であり、また利益剰余金等に及ぼす影響

も軽微であり、全体としても連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため持分法適用の範囲から除外してお

ります。 

 

（５）持分法の適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社につきましては、各社の事業年度に係る財務諸表を

使用しております。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。 

会社名 決算日 

Yusen Logistics Do Brasil Ltda. 12月31日 *１ 

Yusen Logistics RUS LLC 12月31日 *１ 

Shanghai Yusen Freight Service Co.,Ltd. 12月31日 *１ 

Beijing Yusen Freight Service Co.,Ltd. 12月31日 *１ 

（旧会社名 Yusen Air & Sea Service (Beijing) Co.,Ltd.） 

Guangdong Yusen Freight Service Co.,Ltd. 12月31日 *１ 

（旧会社名 Yusen Air & Sea Service (Guangdong) Ltd.) 

Shanghai Yusen Logistics Service (W.G.Q.) Co.,Ltd. 12月31日 *１ 

（旧会社名 Yusen Air & Sea Service Logistics (Shanghai) Co.,Ltd.） 

Suzhou Yusen Logistics Service Co.,Ltd. 12月31日 *１ 

（旧会社名 Yusen Air & Sea Service Logistics (Suzhou) Co.,Ltd.） 

Yusen Logistics (China) Co.,Ltd. 12月31日 *１ 

Shenzhen Yusen Freight Service Co.,Ltd. 12月31日 *１ 

PT. Yusen Logistics Indonesia 12月31日 *２ 

 

*１：連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用しておりますが、連結決算日との間に生じた重要な取引につきま

しては連結上必要な調整が行われております。

*２：連結決算日現在で仮決算を実施しております。 

 

 従来、連結子会社のうち決算日が12月31日であったTASCO Berhad他９社については、同日現在の財務諸表を利用

し、連結決算日との間に生じた重要な取引については必要な調整を行っておりましたが、決算日を12月31日から３

月31日に変更したことにより、当連結会計年度は平成25年４月１日から平成26年３月31日までの12か月間を連結し

ております。 

 この変更に伴い、平成25年１月１日から平成25年３月31日までの損益は、利益剰余金の増減として調整しており

ます。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

（イ）非連結子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法によっております。 

（ロ）その他有価証券 

  時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

  移動平均法による原価法によっております。 

②デリバティブ 

 時価法によっております。 
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（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    ①有形固定資産（リース資産を除く） 

    定率法を採用しております。ただし豊岡物流センター、郵船ロジ・福本ビル及び磐田物流センターの建物及び

構築物につきましては、定額法を採用しております。また、在外連結子会社につきましては、主として見積耐用

年数に基づき定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

  建物及び構築物         ３～60年 

  機械装置及び運搬具       ４～６年 

  工具、器具及び備品       ２～20年 

  ②無形固定資産（リース資産を除く） 

   定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

     自社利用のソフトウエア     ５年 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

    債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権につきましては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

  ②賞与引当金 

    従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。 

  ③役員退職慰労引当金 

    連結財務諸表提出会社及び連結子会社２社は、役員の退職慰労金の支給に充てるため、それぞれ内規に基づく

年度末要支給額を計上しております。 

 

（４）退職給付に係る会計処理の方法 

    ①退職給付見込額の期間帰属方法 

     退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、 

   主に期間定額基準によっております。 

    ②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

  過去勤務費用については、発生年度に全額費用処理しております。 

 数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（主として10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

 

（５）重要なヘッジ会計の方法 

    ①ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理によっております。

   なお、金利スワップについては特例処理の要件を充たしている場合は特例処理を採用しております。

   ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

通貨スワップ 貸付金及び借入金

金利スワップ 借入金 

  ③ヘッジ方針

     リスクに関する内部規定に基づき、ヘッジ対象に係る為替相場変動リスク及び金利変動リスクを一定の範囲内

でヘッジしております。 

  ④ヘッジ有効性評価の方法

     ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・

フロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

    なお、金利スワップについては、特例処理の要件を充たしているため、有効性の評価を省略しております。

 

（６）のれんの償却方法及び償却期間 

    のれんの償却につきましては、１～20年間の均等償却を行っております。 
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（７）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

    連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の

到来する短期投資からなります。 

 

（８）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

     消費税等の会計処理の方法 

     税抜方式によっております。 
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（会計方針の変更）

  （会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更） 

 

 国際会計基準第19号「従業員給付」(平成23年６月16日改訂）が、平成25年１月１日以後開始する連結会計年度から

適用されることになったことに伴い、当連結会計年度より、一部の関係会社において当該会計基準を適用しておりま

す。

 当該会計方針の変更は遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっております。な

お、前連結会計年度における当該遡及適用による影響は軽微であります。

 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付適用

指針」という。）を当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項

本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債（ただし、年金

資産の額が退職給付債務を超える場合には退職給付に係る資産）として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差

異を退職給付に係る負債に計上しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計

年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減しております。

 この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が350百万円計上されるとともに、その他の包括利益累

計額が269百万円減少しております。

 また、前連結会計年度の連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結貸借対照表において一部の在外関

係会社に係る未認識数理計算上の差異については「在外子会社の年金債務調整額」と表示していましたが、当連結会計

年度より、「退職給付に係る調整額」並びに「退職給付に係る調整累計額」に含めて表示しております。

 

（連結貸借対照表関係）

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

投資有価証券（株式） 2,037百万円 1,947百万円

投資その他の資産・その他（出資金） 314 388

 

２ 偶発債務

（１）連結会社以外の会社の取引、借入金について債務保証を行っております。 

前連結会計年度
（平成25年３月31日）

当連結会計年度
（平成26年３月31日）

従業員 10百万円 従業員 6百万円

Yusen Travel（Singapore）Pte.Ltd. 34 Yusen Travel（Singapore）Pte.Ltd. 19

Yusen Travel（Hong Kong）Ltd. 6 Yusen Travel（Hong Kong）Ltd. 5

Yusen Logistics (Bangladesh) Ltd. 46 Yusen Logistics (Bangladesh) Ltd. 52

計 96 計 82

 

（２）当社は、国際航空貨物利用運送サービスに係わる米国反トラスト法違反に関して、平成25年３月、米国司法

省との間で答弁合意書を締結いたしました。関連して、国際航空運送事業者60社超を被告とする集団民事訴訟が米

国で提起されており、当社及び米国子会社も被告になっております。同訴訟の結果は、当社及び米国子会社の経営

成績に影響を及ぼす可能性がありますが、その結果を合理的に予測することは困難であります。

 

（３）当社及びシンガポール子会社は、シンガポール競争委員会より日本発シンガポール向け国際航空貨物利用運

送サービスに係わる競争法違反の嫌疑に関する調査を受けておりましたが、平成26年４月１日、同嫌疑に関する暫

定的な見解を示す通知を受けております。当社らは、当局の見解の当否につき争うべく対応中です。今後の進展に

伴い、当社及びシンガポール子会社の経営成績に影響を及ぼす可能性がありますが、その結果を合理的に予測する

ことは困難であります。
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（連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 
  至 平成25年３月31日） 

 当連結会計年度 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成26年３月31日） 

給料及び賞与 23,546百万円 27,900百万円 

賞与引当金繰入額 1,509 1,910 

退職給付費用 920 1,134 

役員退職慰労引当金繰入額 150 134 

貸倒引当金繰入額 380 246 

減価償却費 1,975 2,389 

 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

建物及び構築物 174百万円   △10百万円

工具、器具及び備品 －   △1

土地 －   248

合計 174   237

 

 当連結会計年度に建物及び構築物と土地が一体となった固定資産を売却した際、建物及び構築物部分については

売却損、土地部分については売却益が発生しているため、売却損益を通算して固定資産売却益に計上しておりま

す。

 

※３ 減損損失

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失

(百万円)

Shanghai, China 事業用資産 機械装置 55

 当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す 小単位として、主として事業区分別、営業本部別及び遊休資

産にグルーピングしております。

 上記の資産グループについて、業績の低迷等で収益性が著しく悪化したため、当該資産グループの帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（55百万円）として特別損失に計上しております。

 なお、当該資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを6.15％で割

り引いて算定しております。
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（連結包括利益計算書関係）

※１．その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

その他有価証券評価差額金：    

当期発生額 △71百万円 229百万円

組替調整額 － △47

税効果調整前 △71 182

税効果額 4 △48

その他有価証券評価差額金 △67 134

繰延ヘッジ損益：    

当期発生額 △16 5

組替調整額 － －

税効果調整前 △16 5

税効果額 － －

繰延ヘッジ損益 △16 5

為替換算調整勘定：    

当期発生額 9,171 6,161

組替調整額 － －

税効果調整前 9,171 6,161

税効果額 － －

為替換算調整勘定 9,171 6,161

持分法適用会社に対する持分相当額：    

当期発生額 253 105

退職給付に係る調整額：    

当期発生額 △12 △258

組替調整額 183 266

税効果調整前 171 8

税効果額 △72 △63

退職給付に係る調整額 99 △55

持分変動差額：    

当期発生額 65 －

組替調整額 － －

税効果調整前 65 －

税効果額 － －

持分変動差額 65 －

その他の包括利益合計 9,505 6,350
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度 
期首株式数（千株） 

 当連結会計年度 
 増加株式数（千株） 

 当連結会計年度 
 減少株式数（千株） 

 当連結会計年度末 
 株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 42,221 － － 42,221 

合計 42,221 － － 42,221 

自己株式        

普通株式（注） 51 0 － 51 

合計 51 0 － 51 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

  
（決議） 株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日 

平成24年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 422 10 平成24年３月31日 平成24年６月29日 

平成24年10月31日 

取締役会 
普通株式 379 9 平成24年９月30日 平成24年12月５日 

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

  
（決議） 

株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 １株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成25年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 380 利益剰余金 9 平成25年３月31日 平成25年６月28日 
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当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度 
期首株式数（千株） 

 当連結会計年度 
 増加株式数（千株） 

 当連結会計年度 
 減少株式数（千株） 

 当連結会計年度末 
 株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 42,221 － － 42,221 

合計 42,221 － － 42,221 

自己株式        

普通株式（注） 51 0 － 51 

合計 51 0 － 51 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

  
（決議） 

株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成25年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 380 9 平成25年３月31日 平成25年６月28日 

平成25年10月31日 

取締役会 
普通株式 379 9 平成25年９月30日 平成25年12月５日 

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

  
（決議） 株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成26年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 380 利益剰余金 9 平成26年３月31日 平成26年６月30日 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

現金及び預金勘定 26,186百万円 30,216百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,719  △2,522 

現金及び現金同等物 24,467  27,694 

 

（リース取引関係）

１．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度 

（平成25年３月31日）

当連結会計年度 

（平成26年３月31日）

１年内 7,596 9,657 

１年超 16,816 20,743 

合計 24,412 30,400 
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

 当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達についてはキャッシュマネジメン

トシステムと銀行借入によることを基本方針としております。

 デリバティブは、後述のリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行いません。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

 営業債権である受取手形及び営業未収入金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社

グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を随時

把握する体制としています。

 投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する企業の株式で

あり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。

 営業債務である支払手形及び営業未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。

 短期借入金は主に営業取引に係る資金調達です。

 長期借入金は主に設備投資や事業統合に係る資金調達です。

 デリバティブ取引は、主として外貨建ての貸付金や借入金、営業債権・債務に係る為替の変動リスクに対するヘッ

ジを目的とした先物為替予約取引です。デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従

って行っており、デリバティブの利用にあたっては、取引相手の倒産等によって契約不履行となることで被る損失に

係る信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

 また、営業債務や借入金は流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）に晒されていますが、グ

ループ各社が月次で資金繰計画を作成する等の方法により管理しております。

 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて

おります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当

該価額が変動することがあります。また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関す

る契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係わる市場リスクを示すものではありません。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて

困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注）２．参照）。 

 

 前連結会計年度（平成25年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1) 現金及び預金 26,186 26,186 － 

(2) 受取手形及び営業未収入金 70,539 70,539 － 

(3) 投資有価証券      

     その他有価証券 555 555 － 

資産計 97,280 97,280 － 

(1) 支払手形及び営業未払金 32,747 32,747 － 

(2) 短期借入金 3,339 3,339 － 

(3) 未払法人税等 892 892 － 

(4) 長期借入金 12,895 12,895 － 

負債計 49,873 49,873 － 

デリバティブ取引 (*1) (63) (63) － 

(*1) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、（ ）で示しております。
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 当連結会計年度（平成26年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1) 現金及び預金 30,216 30,216 － 

(2) 受取手形及び営業未収入金 76,193 76,193 － 

(3) 投資有価証券      

     その他有価証券 697 697 － 

資産計 107,106 107,106 － 

(1) 支払手形及び営業未払金 39,010 39,010 － 

(2) 短期借入金 8,262 8,262 － 

(3) 未払法人税等 1,217 1,217 － 

(4) 長期借入金 12,814 12,829 15 

負債計 61,303 61,318 15 

デリバティブ取引 (*1) (1) (1) － 

(*1) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、（ ）で示しております。

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

 資産

 (1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び営業未収入金

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 (3)投資有価証券

 これらの時価について、株式及び債券は取引所の価格によっております。有価証券はその他有価証券として保 

有しており、これに関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。

 

 負債

 (1)支払手形及び営業未払金、(2)短期借入金、並びに(3)未払法人税等

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

 (4)長期借入金

 長期借入金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額と近似していると考えら

れるため、当該帳簿価額によっています。一方、固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該長期借入

金の元利金の合計額(*)を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しています。

 (*)金利スワップの特例処理の対象とされた長期借入金については、その金利スワップのレートによる元利金の

合計額

 

 デリバティブ取引

 注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。

 

   ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 

 
 前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

 当連結会計年度 

（平成26年３月31日） 

非上場株式 306 307

 これらについては市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること等ができず、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。
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   ３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成25年３月31日） 

 
１年以内 

（百万円） 

１年超５年以内 

（百万円） 

５年超10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

現金及び預金   26,186   － － －

受取手形及び営業未収入金 70,539 － － －

投資有価証券        

 その他有価証券のうち満期があるもの        

  債券（国債） 42 18 － －

合計 96,767 18 － －

 

当連結会計年度（平成26年３月31日） 

 
１年以内 

（百万円） 

１年超５年以内 

（百万円） 

５年超10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

現金及び預金 30,216 － － － 

受取手形及び営業未収入金 76,193 － － － 

投資有価証券        

 その他有価証券のうち満期があるもの        

  債券（国債） － 60 － － 

合計 106,409 60 － － 

 

   ４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超
２年以内

（百万円）

２年超
３年以内

（百万円）

３年超
４年以内

（百万円）

４年超
５年以内

（百万円）

５年超
（百万円）

長期借入金 946 4,707 3,563 4,096 62 467

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超
２年以内

（百万円）

２年超
３年以内

（百万円）

３年超
４年以内

（百万円）

４年超
５年以内

（百万円）

５年超
（百万円）

長期借入金 5,232 3,790 4,624 175 211 4,014
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成25年３月31日）

  種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1）株式 323 168 155 

(2）債券      

①  国債・地方債等 60 60 0 

②  社債 － － － 

③  その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 383 228 155 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1）株式 172 221 △49 

(2）債券      

①  国債・地方債等 － － － 

②  社債 － － － 

③  その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 172 221 △49 

合計 555 449 106 

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

  種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1）株式 586 293 293 

(2）債券      

①  国債・地方債等 60 59 1 

②  社債 － － － 

③  その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 646 352 294 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1）株式 51 56 △5 

(2）債券      

①  国債・地方債等 － － － 

②  社債 － － － 

③  その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 51 56 △5 

合計 697 408 289 
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２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額 
（百万円）

売却損の合計額 
（百万円）

(1）株式 67 65 － 

(2）債券      

①  国債・地方債等 － － － 

②  社債 － － － 

③  その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 67 65 － 

 

当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額 
（百万円）

売却損の合計額 
（百万円）

(1）株式 95 51 3 

(2）債券      

①  国債・地方債等 － － － 

②  社債 － － － 

③  その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 95 51 3 

 
３．減損処理を行った有価証券

前連結会計年度（平成25年３月31日）

投資有価証券について35百万円（非連結子会社株式35百万円）減損処理を行っております。

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

  １. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

(1)通貨関連

前連結会計年度（平成25年３月31日）

区分 取引の種類 
契約額等 

（百万円） 

契約額等のうち
１年超 

（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外の取引 

為替予約取引        

売建        

シンガポールドル 208 － △1 △1 

イギリスポンド 498 － △12 △12 

買建        

アメリカドル 1,681 553 18 18 

香港ドル 125 － △3 △3 

タイバーツ 24 － △1 △1 

ユーロ 197 － △3 △3 

合計 2,733 553 △2 △2 

  (注) 時価の算定方法

為替予約取引における時価は先物為替相場によっております。

当連結会計年度（平成26年３月31日）

区分 取引の種類 
契約額等 

（百万円） 

契約額等のうち
１年超 

（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外の取引 

為替予約取引        

売建        

アメリカドル 715 － △4 △4 

イギリスポンド 473 － △2 △2 

買建        

アメリカドル 1,680 555 △4 △4 

香港ドル 185 － 1 1 

タイバーツ 158 － 1 1 

ユーロ 305 － 1 1 

通貨スワップ取引        

受取シンガポール
ドル・支払アメリ
カドル 

602 538 △7 △7 

合計 4,118 1,093 △14 △14 

  (注) 時価の算定方法

(1)為替予約取引における時価は先物為替相場によっております。

(2)通貨スワップ取引における時価は取引先金融機関から掲示された価格等に基づき算定しております。
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(2)金利関連

前連結会計年度（平成25年３月31日）

区分 取引の種類 
契約額等 

（百万円） 

契約額等のうち
１年超 

（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外の取引 
金利スワップ取引        

変動受取・固定支払 176 － △3 △3 

合計 176 － △3 △3 

  (注) 時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

当連結会計年度（平成26年３月31日）

該当するものはありません。

 

  ２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度（平成25年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超 

（百万円） 

時価 
（百万円） 

原則的処理方法 

通貨スワップ取引        

受取アメリカドル・
支払マレーシアリン 
ギット 

借入金 921 559 △58 

合計 921 559 △58 

   (注) 時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

当連結会計年度（平成26年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超 

（百万円） 

時価 
（百万円） 

原則的処理方法 

通貨スワップ取引        

受取アメリカドル・
支払マレーシアリン 
ギット 

借入金 760 412 15 

受取シンガポールド
ル・支払アメリカド
ル 

貸付金 104 104 △2 

金利スワップの特例

処理

金利スワップ取引        

変動受取・固定支払 借入金 515 463 △15 

合計 1,379 979 △2 

   (注) 時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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（退職給付関係）

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

 当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けてお

ります。また、従業員の退職等に際して退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない特別

退職金を支払う場合があります。一部の国内連結子会社は確定拠出型制度を、一部の在外連結子会社は確定給付型制

度及び確定拠出型制度を設けております。 

 

２．退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務（百万円） △16,204  

(2) 年金資産（百万円） 10,759  

(3) 未積立退職給付債務 (1)+(2)（百万円） △5,445  

(4) 未認識数理計算上の差異（百万円） 719  

(5) 連結貸借対照表計上額純額 (3)+(4)（百万円) △4,726  

(6) 前払年金費用（百万円） 229  

(7) 退職給付引当金 (5)-(6)（百万円） △4,955  

（注）一部の国内連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

３．退職給付費用に関する事項

(1) 勤務費用（百万円） 647 

(2) 利息費用（百万円） 426 

(3) 期待運用収益（減算）（百万円） △381 

(4) 数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 253 

(5) その他退職給付費用に関する事項  

 ・過去勤務債務の費用処理額（百万円） 33 

(6) 退職給付費用合計(1)+(2)+(3)+(4)+(5)（百万円） 978 

（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、（１）勤務費用に計上しております。 

   ２．当連結会計年度において、上記以外に、Yusen Logistics（Americas）Inc.が退職給付制度の一部を確定給付

     型制度から確定拠出型制度に移行したことにより、退職給付制度終了損として111百万円を特別損失に計上し 

     ております。 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間配分方法

      期間定額基準

(2) 割引率

  主として2.00%

(3) 期待運用収益率

    主として3.00%

(4) 数理計算上の差異の処理年数 

 主として10年（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の年数による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。）

(5) 過去勤務債務の額の処理年数

 発生時に一括費用処理することとしております。 
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当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要

 当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けてお

ります。また、従業員の退職等に際して退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない特別

退職金を支払う場合があります。一部の国内連結子会社は確定拠出型制度を、一部の在外連結子会社は確定給付型制

度及び確定拠出型制度を設けております。

 

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 16,204百万円

勤務費用 750 

利息費用 502 

数理計算上の差異の発生額 △37 

退職給付の支払額 △794 

過去勤務費用の発生額 16 

その他 1,550 

退職給付債務の期末残高 18,191 

 

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

年金資産の期首残高 10,759百万円

期待運用収益 401 

数理計算上の差異の発生額 58 

事業主からの拠出額 895 

退職給付の支払額 △550 

その他 1,359 

年金資産の期末残高 12,922 

 

(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

積立型制度の退職給付債務 15,293百万円

年金資産 △12,922 

  2,371 

非積立型制度の退職給付債務 2,898 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,269 

    

退職給付に係る負債 5,553 

退職給付に係る資産 △284 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,269 

 

(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 778百万円

利息費用 502 

期待運用収益 △429 

数理計算上の差異の費用処理額 341 

過去勤務費用の費用処理額 16 

その他 4 

確定給付制度に係る退職給付費用 1,212 
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(5) 退職給付に係る調整額 

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

数理計算上の差異 8百万円

合 計 8 

 

(6) 退職給付に係る調整累計額

 退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

未認識数理計算上の差異 △1,379百万円

合 計 △1,379 

 

(7) 年金資産に関する事項

①  年金資産の主な内訳

 年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

株式 43％  

債権 32   

現金及び預金 2   

その他 23   

合 計 100   

 

②  長期期待運用収益率の設定方法

 年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

 

割引率 主として 2.00％  

長期期待運用収益率 主として 3.00％  

 

３．確定拠出制度

 当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、557百万円であります。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  前連結会計年度 

（平成25年３月31日）
 

当連結会計年度 

（平成26年３月31日）

繰延税金資産     

退職給付引当金 1,534百万円  1,650百万円

賞与引当金 661   713 

未払事業税及び事業所税 40   59 

役員退職慰労引当金 175   108 

貸倒引当金 227   329 

減価償却費 409   384 

減損損失 －   15 

繰越欠損金 1,774   2,574 

会員権評価損 116   110 

有価証券評価損 103   88 

未払費用 337   476 

関係会社株式 142   142 

その他 257   457 

繰延税金資産小計 5,775   7,105 

評価性引当金 △1,180   △1,688 

繰延税金資産合計 4,595   5,417 

       

繰延税金負債      

減価償却費 △803   △819 

前払年金費用 △32   △70 

その他有価証券評価差額金 △18   △67 

その他 △201   △465 

繰延税金負債合計 △1,054   △1,421 

繰延税金資産の純額 3,541   3,996 

（注） 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成26年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 1,392百万円  1,205百万円

固定資産－繰延税金資産 2,535   3,241 

流動負債－繰延税金負債 △51   △79 

固定負債－繰延税金負債 △335   △371 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

  前連結会計年度 

（平成25年３月31日）
 

当連結会計年度 

（平成26年３月31日）

国内の法定実効税率 38.0％   38.0％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.1   4.7 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △10.8   △6.1 

住民税の均等割等 1.3   1.0 

受取配当金の連結消去 12.6   8.8 

海外子会社の税率による差異 △9.7   △7.1 

評価性引当金 6.9   0.7 

持分法投資損益 △2.1   △0.4 

税率変更による繰延税金資産の減額修正 －   1.1 

のれん及び負ののれん △5.3   5.4 

引当金為替換算調整額 1.7   △1.3 

その他 2.7   2.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.4   47.3 

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 
 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１
日以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資産及
び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる
一時差異については従来の38.0％から35.6％になります。
 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は58百万円減少し、法人税等
調整額が58百万円、その他有価証券評価差額金が０百万円それぞれ増加しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

 当社は、主に貨物輸送サービスを提供しており、国内においては当社及び子会社が、海外においては米

州、欧州、東アジア及び南アジア・オセアニアの各地域において、米国法人、英国法人、香港法人、シンガポ

ール法人等の主要国に設立された現地法人が担当しております。広範な地域に亘り国際物流サービスを提供す

るため、各法人はそれぞれの地域本部が統括する事業戦略に基づき、活動を展開しております。

 したがって、当社は、サービスの提供体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日

本」、「米州」、「欧州」、「東アジア」及び「南アジア・オセアニア」の５つを報告セグメントとしており

ます。

 

２．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益をベースとした数値であります。セ

グメント間の内部営業収益は、市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

 前連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

連結財務諸
表計上額 
(注)２ 

  日本 米州 欧州 東アジア 
南アジア・
オセアニア 合計 

営業収益                

外部顧客への営業収益 74,339 75,680 75,008 54,044 59,978 339,049 － 339,049 

セグメント間の内部営業収益 

又は振替高 
514 1,589 1,149 944 505 4,701 △4,701 － 

計 74,853 77,269 76,157 54,988 60,483 343,750 △4,701 339,049 

セグメント利益又は損失（△） 103 △6 △247 △1,149 3,269 1,970 △311 1,659 

セグメント資産 53,214 25,196 40,046 26,458 50,096 195,010 △21,346 173,664 

その他の項目                

減価償却費 1,042 576 1,367 535 1,379 4,899 － 4,899 

のれんの償却額 19 117 176 49 － 361 401 762 

持分法適用会社への投資額 163 － － － 343 506 231 737 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
1,010 240 1,221 881 5,129 8,481 － 8,481 
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 当連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日） 

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

連結財務諸
表計上額 
(注)２ 

  日本 米州 欧州 東アジア 
南アジア・
オセアニア 

合計 

営業収益                

外部顧客への営業収益 75,444 88,945 90,710 73,190 77,751 406,040 － 406,040 

セグメント間の内部営業収益 

又は振替高 
768 2,764 1,579 1,884 725 7,720 △7,720 － 

計 76,212 91,709 92,289 75,074 78,476 413,760 △7,720 406,040 

セグメント利益又は損失（△） 1,135 △119 △1,112 △120 5,104 4,888 △365 4,523 

セグメント資産 55,706 25,973 44,502 27,878 57,100 211,159 △21,236 189,923 

その他の項目                

減価償却費 1,081 645 1,504 738 1,938 5,906 － 5,906 

のれんの償却額 10 141 215 144 － 510 365 875 

持分法適用会社への投資額 163 － － － 377 540 299 839 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
791 678 878 439 4,031 6,817 － 6,817 

 （注）１．調整額の内容は次のとおりであります。 

     営業収益                    （単位：百万円） 

  前連結会計年度 当連結会計年度 

 セグメント間取引消去 △4,701 △7,720 

合計 △4,701 △7,720 

 
セグメント利益又は損失（△）           （単位：百万円）

  前連結会計年度 当連結会計年度 

 セグメント間取引消去 0 － 

 のれんの償却額 △401 △365 

 その他の調整額 90 0 

合計 △311 △365 

 
セグメント資産                  （単位：百万円）

  前連結会計年度 当連結会計年度 

 債権と債務の相殺消去 △9,521 △10,834 

 投資と資本の相殺消去 △15,841 △16,208 

 全社資産※ 4,024 5,893 

 その他の調整額 △87 △87 

合計 △21,425 △21,236 

※全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない提出会社の現金及び預金、投資有価証券であります。 

持分法適用会社への投資額 

 報告セグメントに帰属しない持分法適用会社への投資額であります。 

 

    ２．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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【関連情報】

前連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

 １．サービスに関する情報

 貨物運送事業の外部顧客への営業収益が連結損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略して

おります。

 

 ２．地域に関する情報

 （１）営業収益

                                         （単位：百万円）

日本 米 州 欧州 東ア ジア 南アジア・ 
オセアニア 

その他 合計 

    米国     中国      

73,476 75,871 72,822 75,139 54,271 49,452 60,291 1 339,049 
 

 （注）１．営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

    ２．「中国」の区分は、香港を含んでおります。 
    ３．当連結会計年度において、米国と中国は連結損益計算書の営業収益の金額の10％以上を占める 

       ため、個別に掲記しております。 

 

 （２）有形固定資産

                                     （単位：百万円）

日本 米 州 欧州 東アジア 南アジア・ オセアニア 合計 

    米国       タイ  

10,954 7,508 6,885 12,581 2,512 18,073 8,652 51,628 
 
 （注）当連結会計年度末において、米国とタイは連結貸借対照表の有形固定資産の金額の10％以上を占める 

    ため、個別に掲記しております。 

 

 ３．主要な顧客に関する情報

連結損益計算書の営業収益の10％以上を占める顧客が存在しないため記載を省略しております。
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当連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）

 １．サービスに関する情報

 貨物運送事業の外部顧客への営業収益が連結損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略して

おります。

 

 ２．地域に関する情報

 （１）営業収益

                                         （単位：百万円）

日本 米 州 欧州 東ア ジア 南アジア・ 
オセアニア その他 合計 

    米国     中国      

74,580 89,137 85,190 90,841 73,418 68,751 78,063 1 406,040 
 

 （注）１．営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

    ２．「中国」の区分は、香港を含んでおります。 

    ３．当連結会計年度において、米国と中国は連結損益計算書の営業収益の金額の10％以上を占める 

       ため、個別に掲記しております。 
 

 （２）有形固定資産

                                     （単位：百万円）

日本 米 州 欧州 東アジア 南アジア・ オセアニア 合計 

    米国       タイ  

10,309 7,817 7,121 14,017 2,508 20,391 9,343 55,042 
 
 （注）当連結会計年度末において、米国とタイは連結貸借対照表の有形固定資産の金額の10％以上を占める 

    ため、個別に掲記しております。 

 

 ３．主要な顧客に関する情報

連結損益計算書の営業収益の10％以上を占める顧客が存在しないため記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

 前連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

該当事項はありません。

 

 当連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）

          （単位：百万円） 

  日本 米州 欧州 東アジア 
南アジア・ 
オセアニア 

合計 

減損損失 － － － 55 － 55 
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

 前連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

のれん 

            （単位：百万円） 

  日本 米州 欧州 東アジア 
南アジア・ 
オセアニア 

全社・消去 合計 

当期償却額 19 117 176 49 － 401 762 

当期末残高 10 1,593 690 106 － 655 3,054 

 

負ののれん 

            （単位：百万円） 

  日本 米州 欧州 東アジア 
南アジア・ 
オセアニア 

全社・消去 合計 

当期償却額 0 － － － － － 0 

当期末残高 － － － － － － － 

 

 

 当連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）

のれん 

            （単位：百万円） 

  日本 米州 欧州 東アジア 
南アジア・ 
オセアニア 

全社・消去 合計 

当期償却額 10 141 215 144 － 365 875 

当期末残高 － 1,598 581 487 － 296 2,962 

 

 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

 当社と日本郵船株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：工藤泰三）は、海外物流事業の再

編と統合を実施いたしました。これにより、負ののれん発生益1,314百万円を当連結会計年度において特別

利益に計上しております。

 

当連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）

 重要な負ののれん発生益はありません。
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（関連当事者情報）

  関連当事者との取引に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、

 開示を省略しております。

 

（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

１株当たり純資産額 1,500.21円 1,619.42円

１株当たり当期純利益金額 26.53円 31.17円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

当期純利益金額（百万円） 1,119 1,315

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 1,119 1,315

期中平均株式数（株） 42,169,930 42,169,718

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,215 5,046 

受取手形 1 0 

営業未収入金 ※１ 14,349 ※１ 16,363 

貯蔵品 10 13 

前払費用 256 292 

繰延税金資産 436 500 

立替金 273 184 

短期貸付金 ※１ 20 ※１ 788 

その他 ※１ 932 ※１ 641 

貸倒引当金 △11 △6 

流動資産合計 20,481 23,821 

固定資産    

有形固定資産    

建物 4,530 4,003 

構築物 114 93 

車両運搬具 16 17 

工具、器具及び備品 461 589 

土地 5,703 5,466 

有形固定資産合計 10,824 10,168 

無形固定資産    

のれん 10 - 

ソフトウエア 574 511 

ソフトウエア仮勘定 76 159 

その他 303 202 

無形固定資産合計 963 872 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

投資その他の資産    

投資有価証券 692 830 

関係会社株式 17,218 17,599 

関係会社出資金 305 305 

長期貸付金 ※１ 72 ※１ 731 

前払年金費用 91 196 

繰延税金資産 1,399 1,274 

差入保証金 928 942 

その他 475 454 

貸倒引当金 △291 △278 

投資その他の資産合計 20,889 22,053 

固定資産合計 32,676 33,093 

資産合計 53,157 56,914 

負債の部    

流動負債    

営業未払金 ※１ 7,086 ※１ 8,572 

短期借入金 － 2,551 

未払金 ※１ 1,229 ※１ 1,224 

未払費用 154 176 

未払法人税等 70 294 

預り金 201 90 

ＣＭＳ預り金 ※１ 4,487 ※１ 4,415 

賞与引当金 906 1,107 

独禁法関連引当金 1,451 － 

その他 ※１ 163 ※１ 87 

流動負債合計 15,747 18,516 

固定負債    

長期借入金 8,500 9,463 

退職給付引当金 2,419 2,490 

役員退職慰労引当金 390 252 

その他 ※１ 236 ※１ 152 

固定負債合計 11,545 12,357 

負債合計 27,292 30,873 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,301 4,301 

資本剰余金    

資本準備金 4,744 4,744 

その他資本剰余金 68 68 

資本剰余金合計 4,812 4,812 

利益剰余金    

利益準備金 337 337 

その他利益剰余金    

別途積立金 15,500 15,500 

繰越利益剰余金 898 941 

利益剰余金合計 16,735 16,778 

自己株式 △69 △70 

株主資本合計 25,779 25,821 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 86 220 

評価・換算差額等合計 86 220 

純資産合計 25,865 26,041 

負債純資産合計 53,157 56,914 
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（２）損益計算書

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業収益 ※１ 68,498 ※１ 69,212 

営業原価 ※１ 53,264 ※１ 52,725 

営業総利益 15,234 16,487 

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 15,916 ※１,※２ 16,206 

営業利益又は営業損失（△） △682 281 

営業外収益    

受取利息及び受取配当金 ※１ 964 ※１ 475 

その他 ※１ 512 ※１ 378 

営業外収益合計 1,476 853 

営業外費用    

支払利息 ※１ 45 ※１ 47 

その他 47 48 

営業外費用合計 92 95 

経常利益 702 1,039 

特別利益    

固定資産売却益 － ※３ 95 

投資有価証券売却益 65 51 

会員権売却益 2 － 

関係会社清算益 1 － 

特別利益合計 68 146 

特別損失    

投資有価証券売却損 － 3 

関係会社株式評価損 35 － 

関係会社出資金評価損 59 － 

会員権評価損 0 － 

特別損失合計 94 3 

税引前当期純利益 676 1,182 

法人税、住民税及び事業税 130 369 

法人税等調整額 35 11 

法人税等合計 165 380 

当期純利益 511 802 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

              (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

  

資本準備金 その他資本
剰余金 

利益準備金 

その他利益剰余金 

  別途積立金 繰越利益剰
余金 

当期首残高 4,301 4,744 68 337 15,500 1,188 △69 26,069 

当期変動額                 

剰余金の配当           △801   △801 

当期純利益           511   511 

自己株式の取得             △0 △0 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）                 

当期変動額合計 － － － － － △290 △0 △290 

当期末残高 4,301 4,744 68 337 15,500 898 △69 25,779 

 

       

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 154 154 26,223 

当期変動額       

剰余金の配当     △801 

当期純利益     511 

自己株式の取得     △0 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

△68 △68 △68 

当期変動額合計 △68 △68 △358 

当期末残高 86 86 25,865 
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当事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 

              (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合
計 

  

資本準備金 
その他資本
剰余金 

利益準備金 

その他利益剰余金 

  別途積立金 
繰越利益剰
余金 

当期首残高 4,301 4,744 68 337 15,500 898 △69 25,779 

当期変動額                 

剰余金の配当           △759   △759 

当期純利益           802   802 

自己株式の取得             △1 △1 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）                 

当期変動額合計 － － － － － 43 △1 42 

当期末残高 4,301 4,744 68 337 15,500 941 △70 25,821 

 

       

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 86 86 25,865 

当期変動額       

剰余金の配当     △759 

当期純利益     802 

自己株式の取得     △1 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

134 134 134 

当期変動額合計 134 134 176 

当期末残高 220 220 26,041 
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（４）個別財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

①関係会社株式

   移動平均法による原価法によっております。

②その他有価証券

  時価のあるもの

   決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定しております。）

 

  時価のないもの

   移動平均法による原価法によっております。

 

（２）デリバティブの評価方法 

   時価法によっております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法を採用しております。ただし豊岡物流センター、郵船ロジ・福本ビル及び磐田物流センターの建物及び

構築物につきましては、定額法を採用しております。

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物            ３～60年

構築物           ３～60年

車両運搬具         ４～６年

工具、器具及び備品     ２～20年

 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

自社利用のソフトウエア     ５年

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

 債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権につきましては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

（２）賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度の負担額を計上しております。

 

（３）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

 ①退職給付見込額の期間帰属方法

  退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法については、期間定額基

準によっております。

 ②数理計算上の差異の費用処理方法

  数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

 

（４）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。
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４．ヘッジ会計の処理 

（１）ヘッジ会計の方法 

 当社がヘッジ手段として用いる為替予約は振当処理の適用要件を充たしておりますので振当処理を、金利スワ

ップは特例処理の適用要件を充たしておりますので特例処理を採用しております。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約 貸付金 

金利スワップ 借入金 

（３）ヘッジ方針 

 当社は為替変動のリスクを回避する目的で為替予約取引を行っており、金利変動のリスクを回避する目的で金

利スワップ取引を行っております。これらの取引の実行に当たっては当社の内規である「資金運用規程」に従

い、担当取締役の承認を受け、さらに重要なものにつきましては取締役会の承認を得ております。また、信用リ

スクを回避するため、高格付けを有する金融機関とのみ取引を行っております。

（４）ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約については、ヘッジ対象とヘッジ手段との関係が直接的であり、為替相場の変動によるキャッシュ・

フローの変動を完全に相殺するものと想定されるため、有効性の評価を省略しております。

 金利スワップについては、特例処理の要件を充たしているため、有効性の評価を省略しております。

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（１）退職給付に係る会計処理 

 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計

処理の方法と異なっております。 

 

（２）消費税等の会計処理の方法 

 税抜方式によっております。

 

（表示方法の変更）

 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書については、財務諸表等規則第127条第１項に定める様式に基づいて

作成しております。

また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の注記に変更

しております。

 

 以下の事項について、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項により、記載を省略しており

ます。

・財務諸表等規則第26条に定める資産から直接控除した減価償却累計額の注記については、同条第２項により、記載

を省略しております。 

・財務諸表等規則第68条の４に定める１株当たり純資産額の注記については、同条第３項により、記載を省略してお

ります。 

・財務諸表等規則第75条に定める営業原価明細書については、同条第２項ただし書きにより、記載を省略しておりま

す。

・財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たり当期純損益金額に関する注記については、同条の５の２第３項

により、記載を省略しております。 

・財務諸表等規則第95条の５の３に定める潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に関する注記については、同条

の５の３第４項により、記載を省略しております。 
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（貸借対照表関係）

※１ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

短期金銭債権 4,076百万円 4,782百万円

長期金銭債権 71 729

短期金銭債務 8,608 9,478

長期金銭債務 3 3

 

２ 偶発債務 

（１）下記の取引、借入金について債務保証を行っております。

前事業年度
（平成25年３月31日）

当事業年度
（平成26年３月31日）

Yusen Logistics（UK）Ltd. 5,959百万円 Yusen Logistics（UK）Ltd. 5,241百万円

Yusen Logistics（Americas）

Inc.
3,294

Yusen Logistics（Italy）S.P.A.
1,706

Yusen Logistics（Europe）B.V.
3,259

PT. Puninar Yusen Logistics 

Indonesia
1,461

Yusen Logistics (China) 

Co.,Ltd.
1,762

Yusen Logistics (Benelux) B.V.
1,459

Yusen Logistics（Italy）S.P.A.
1,473

Yusen Logistics（France）

S.A.S.
1,351

Yusen Logistics（Belgium）N.V.
1,406

Yusen Logistics（Deutschland）

GmbH
1,344

Yusen Logistics（France）

S.A.S.
1,310

Yusen Logistics（Americas）

Inc.
1,167

PT. Puninar Yusen Logistics 

Indonesia
1,112

Yusen Logistics (China) 

Co.,Ltd.
901

Yusen Air & Sea Service 

Management (Thailand) Co.,Ltd.
1,024

Yusen Logistics（India）Ltd.
765

Yusen Logistics（Deutschland）

GmbH
634

Yusen Logistics（Europe）B.V.
733

その他 2,248 Yusen Logistics RUS LLC 678

    その他 1,221

計 23,481 計 18,027
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（２）当社は、国際航空貨物利用運送サービスに係わる米国反トラスト法違反に関して、平成25年３月、米国司法

省との間で答弁合意書を締結いたしました。関連して、国際航空運送事業者60社超を被告とする集団民事訴訟が米

国で提起されており、当社及び米国子会社も被告になっております。同訴訟の結果は、当社及び米国子会社の経営

成績に影響を及ぼす可能性がありますが、その結果を合理的に予測することは困難であります。

 

（３）当社及びシンガポール子会社は、シンガポール競争委員会より日本発シンガポール向け国際航空貨物利用運

送サービスに係わる競争法違反の嫌疑に関する調査を受けておりましたが、平成26年４月１日、同嫌疑に関する暫

定的な見解を示す通知を受けております。当社らは、当局の見解の当否につき争うべく対応中です。今後の進展に

伴い、当社及びシンガポール子会社の経営成績に影響を及ぼす可能性がありますが、その結果を合理的に予測する

ことは困難であります。

 

（損益計算書関係）

※１ 関係会社との取引高

 
前事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

営業収益 1,099百万円 1,517百万円

営業費用 11,279 11,847

営業取引以外の取引による取引高 982 543

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

給料及び賞与 6,338百万円 6,745百万円

賞与引当金繰入額 745 917

退職給付費用 493 458

役員退職慰労引当金繰入額 122 108

福利厚生費 1,507 1,621

減価償却費 610 585

 

※３ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

建物 －百万円 △147百万円

構築物 － △5

工具、器具及び備品 － △1

土地 － 248

合計 － 95

 当事業年度に建物と土地が一体となった固定資産を売却した際、建物他部分については売却損、土地部分については売

却益が発生しているため、売却損益を通算して固定資産売却益に計上しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

 前事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式数

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数

（株） 
当事業年度末株式数

（株） 

普通株式 （注） 50,862 96 － 50,958 

合計 50,862 96 － 50,958 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加96株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

 当事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式数

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数

（株） 
当事業年度末株式数

（株） 

普通株式 （注） 50,958 392 － 51,350 

合計 50,958 392 － 51,350 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加392株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式
 前事業年度（平成25年３月31日）

区分
貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

子会社株式 339 1,665 1,326

 
 当事業年度（平成26年３月31日）

区分
貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

子会社株式 339 2,124 1,785

 
（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

（単位：百万円）
 

区分
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

子会社株式 16,879 17,260

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであります。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  前事業年度

（平成25年３月31日）
 

当事業年度

（平成26年３月31日）

繰延税金資産     

退職給付引当金 862百万円  887百万円

賞与引当金 402   455

未払事業税及び事業所税 22   41

役員退職慰労引当金 146   90

貸倒引当金 106   99

減価償却費 321   334

有価証券評価損 92   76

関係会社株式評価損 196   196

関係会社出資金評価損 21   21

会員権評価損 114   108

関係会社株式 142   142

その他 43   16

繰延税金資産小計 2,468   2,465

評価性引当金 △572   △553

繰延税金資産合計 1,896   1,912

       

繰延税金負債      

前払年金費用 △32   △70

その他有価証券評価差額金 △18   △66

その他 △11   △2

繰延税金負債合計 △61   △138

繰延税金資産の純額 1,835   1,774

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

 た主要な項目別の内訳

  前事業年度
（平成25年３月31日）

 
当事業年度

（平成26年３月31日）

国内の法定実効税率 38.0％   38.0％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 9.0   6.7

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △46.5   △14.5

住民税の均等割等 6.2   3.7

評価性引当金 5.1   △0.3

引当金為替換算調整額 10.2   △5.9

税率変更による繰延税金資産の減額修正 －   3.9

その他 2.4   0.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.5   32.2

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 
 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１
日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰
延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異
については従来の38.0％から35.6％になります。
 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は46百万円減少し、法人税等
調整額が同額増加しております。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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６．その他

（１）役員の異動

① 代表者の異動

 

 該当事項はありません。

 

② その他の役員の異動

１）新任予定取締役候補 

 

取締役  三好 邦彦  （現 当社執行役員） 

取締役  戸田 博史 

 

注 戸田 博史氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役候補者であります。なお、当社は東京証券取引所の

有価証券上場規定に従い、戸田 博史氏を「独立役員」として届出を予定しております。

 

 

２）新任予定監査役候補 

 

常勤監査役  櫻田 均 

 

３）退任予定監査役 

 

常勤監査役  小林 基信 

 

③ 就退任予定日

平成26年６月27日 
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